
 
ニュースレポート 

  令和２年１０月１５日 

 

報 道 機 関  各 位 

赤穂市産業振興部観光課 

 

タイトル    赤穂観光アクションプログラム推進事業イベント等募集について      

 

下記のとおり報告いたしますのでよろしくお願いいたします。 

 

行事・事業名 

 

令和 2年度観光イベント等補助対象事業募集 

日  時 令和２年１０月１５日（木）から令和３年１月１５日（金）まで 

場所・住所 ― 

趣旨・目的（ＰＲしたいこと） 

   赤穂市では、赤穂観光アクションプログラムを推進する目的で、団体が自主、
自発的に行う観光振興活動を募集し、その活動経費の一部を観光イベント補助

金として助成いたします。 

 

※詳細は添付資料にてご確認下さい。  
問い合わせ先 

部課係名： 産業振興部観光課 

担当者名： 廣村 

電  話： 0791-43-6839   （内線 2261） 

Ｆ Ａ Ｘ： 0791-46-3400 

添付資料（有・無）   ○ホームページへの掲載（有・無） 

AKO CITY 

赤穂市 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度 

赤穂観光アクションプログラム推進事業 

イベント等事業 公 募 要 領 
 

 

          
                    

（募集締め切り：令和３年１月１５日（金）） 

 

 

※新型コロナウイルスの影響を鑑み、例年とは異なる内容となっております 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年１０月 

赤穂市産業振興部観光課 
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赤穂観光アクションプログラム推進事業イベント等事業 公募要領 

 

１ 事業目的 

  新しい観光と地域づくりの観点から地域がより魅力を増し、集客力が高まるよう、ま

ちの賑わい、新名所・新名産の開発、地産地消とブランド化などの観光振興を図るため、

市民団体等が行う観光アクションプログラムを推進するための下記の事業を支援・補助

し、観光客の増加、観光リピーターの創出等を図る。 

 

２ 補助対象者 

市内に主な活動の基盤を有する５人以上で構成する団体又はＮＰＯ法人（ただし、宗

教活動、政治活動又は営利活動を行うことを目的に組織されている団体や規約、会則等

が整備されていない団体は除きます。） 

 ※これらの要件を満たす観光関連団体、商業関連団体、地場産業関連団体等も対象とし

ます。 

  

３ 補助対象となる事業 

  観光アクションプログラムを推進する目的で、団体が自主・自発的に行う観光振興活

動のうち、これまでにない新しい事業または、過去に本事業により補助金を受けたこと

がある場合は、これまでの経験と実績を踏まえ、問題点・課題点を改善し、新たな要素

を加えた事業とする。 

実施期間は、令和２年１０月～令和３年３月末までとし、次の(１)～(５)までのいず

れかに該当する活動とする。ただし、①活動の成果が特定の個人、団体等のみに帰属す

る活動②地域の行事等で、既に継続的に行われている活動（ただし、市長が補助対象と

することが適当であると認める活動は除きます。）③宗教活動、政治活動又は営利活動

を目的とする活動又はこれに類する活動④その他、市長が支援することが適当でないと

認める活動は対象としません。 

   （補助対象となる事業） 

（１）観光地ブランディング 

     ・歴史・食・温泉が揃った観光地としてのイメージを発信する事業 

    （２）地域資源の観光化 

     ・新たなご当地グルメの開発や普及促進をはかるもの 

     ・地域資源を活かした新たな体験プログラムを開発するもの 

・若年層を主なターゲットとして誘客を行うもの 

    （３）効果的な情報発信 

     ・WEB・SNS 等を活用した効果的な情報発信を行うもの 

     ・インバウンドプロモーションを推進するもの 

    （４）重点エリアの活性化 

     ・坂越地区・御崎地区の魅力向上と情報発信をはかるもの 

（５）広域観光の推進 

     ・近隣観光地と連携し、多様な魅力を生かした広域観光を推進するもの 
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※集客イベントについては、市外から一般の見物客が多く見込めないようなスポーツ大

会、芸能大会、フォーラム、親睦行事などは原則として対象としません。（出場者等

が見込めるものを対象とします。） 

 ※マップ、チラシ等を作成する事業については、作成から配布までを計画とするものを

補助対象とします。この場合、配布窓口、配布方法などを事業計画書の中で明確に記

載してください。 

 ※他の補助事業と併用する場合、申請にあたっては全体事業を示すとともに、そのうち当事

業で補助を受けたい事業や補助対象経費を収支予算書の中で明確に記載してください。 

 ※いずれの事業においても、政府や県の対処方針等に基づき新型コロナウイルス感染防

止対策を徹底するものとしてください。 

【補助対象事業例】 

日本遺産「北前船」「塩」関連コンテンツを生かした取り組み、ご当地食材を活用し

たグルメ開発・普及促進を行う取り組み、動画を作成し Youtube 等で配信するもの、

観光資源の紹介パンフレットを作成し SNS 等で配信するもの など 

 

４ 補助対象経費 
  補助対象事業の実施に直接に要する経費。ただし、次の(１)～(４)の経費を除きます。 

(１) 団体の構成員等の人件費、謝礼、旅費交通費及び飲食費 

(２) 備品購入費 

(３) 証拠書類により活動実施団体が支払ったことを確認することができない経費 

(４) その他、市長が支援することが適当でないと認めた経費 

※上記のほか、イベント出展者から徴収する出展料や参加料など収益がある場合には、

当該収益によって充当されるべき経費は補助対象外とします。 

 ※事務費（会議等の経費を含む）、出展・出演料、景品代・ノベルティ（参加賞等も含

む）は、それぞれ助成対象経費の１割以内とします。 

 ※団体の構成員が当該補助事業の一部を業務として請け負う場合、領収書に屋号や商号

の記載があるなど、個人事業主として確認できる場合のみ補助対象とします。（当該

構成員の氏名のみ記載の領収書では不可。領収書のほかに個人事業主として証明でき

る資料添付の場合は可とします。） 

 ※特定の個人の使用物品となるようなもの（団体構成員の名刺など）についても補助対

象外とします。 

【経費の具体例】 

会場設営・撤去費、会場警備費、音響機器等レンタル料、広報宣伝費、事務費、原材

料費、出展・出演料（謝金・交通費・宿泊費含む）、景品代 等 

 

５ 補助金の交付および交付額 

  ５件（５つの団体等）に対し、補助対象経費のうち２０万円（補助申請額が２０万円

に満たない場合はその金額）を交付するものとします。 

  ※申請の先着順に５件の内容を書類審査し、交付を決定するものとします。 

  ※同一の団体への補助金交付は１回のみとします。 

  ※申請状況により補助金交付対象者数および補助金額が変わる可能性があります。 

  ※例年実施している審査会について、今年度は実施しません。審査は書類（申請書）

によって行うものとします。ただし、提出された申請書の内容について、別途ヒア

リングを行う場合があります。 
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６ 事業審査及び補助金の交付決定 

  提出された申請書をもとに審査（書類審査）を行い、予算の範囲において交付決定を

行います。交付決定の後、交付決定額の２分の１以内で概算交付をすることができます。 

 

７ 実績報告及び補助金の支払い 

補助事業が完了した日（イベント等が終了した日）から速やかに実績報告書等を提出

して下さい。実績確認をした後、補助金残額の支払いを行います。従って、それまでに

支払う必要がある経費については、立て替えて支払っていただく必要があります。なお、

提出いただいた実績報告書等については、ホームページ等で発表させていただきます。 

 

 

【事業の流れ】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 交付決定の取り消し及び補助金の返還 

  次に掲げる事項に該当する場合は、交付決定の取り消し及び既に交付した補助金の一

部又は全部の返還を求めることがあります。 

  (１) 補助金を目的以外に使用したとき 

(２) この公募要領に基づいて提出された申請書、報告書等の内容に虚偽があったとき 

  (３) 補助金の交付決定に付された条件を遵守しなかったとき 

  (４) 補助団体が、法令に違反する行為を行ったとき  

    

９ 補助事業者の義務 

補助金の交付決定を受けた場合は、以下の条件を守らなければなりません。 

(１) 補助事業について、市から求めがあったときは進捗状況を報告しなければなりま

せん。 

(２) 事業に係る収入及び支出に関する帳簿並びに収入支出を証する書類を整備し、当

該補助事業が完了した年度から５年間保存しなければなりません。 

(３)  補助事業に関係する調査に協力をしていただく場合があります。また、補助事業

終了後、その成果を発表していただく場合があります。 
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10 応募手続き 

□申請書の提出先  

     

     

 

 

 

□提出書類 

 赤穂観光アクションプログラム(平成 31～33 年度)、赤穂観光アクションプログラム

推進事業イベント等補助金交付要綱、当公募要領等を熟読の上、下記の書類を提出し

てください。 

   ①観光イベント事業補助金交付申請書 ②団体概要調書 ③イベント活動計画書 

    ④活動収支予算書 ⑤団体の規約、会則等の写し（任意様式）⑥観光イベント調書 

   ⑦その他市長が必要と認める書類 

※事業の内容がわかる企画書、図面等があれば添付願います。 

 

□提出方法 

   活動概要をお伺いするので、事前にお電話（TEL：0791-43-6839）等にて予約をお取

りいただいたうえで、直接赤穂市産業振興部観光課の窓口までご持参ください。（郵

送不可）  

    

□応募書類の提出期限 

   令和３年１月１５日（金）１７時１５分まで ※期限厳守 

 

□申請書の配布場所 

  赤穂市産業振興部観光課窓口 

（赤穂市ホームページからダウンロードすることができます。） 

赤穂市産業振興部観光課（赤穂市役所２階） 

 住 所：〒６７８－０２９２ 赤穂市加里屋８１番地 

 ＴＥＬ：０７９１－４３－６８３９ 

 ＦＡＸ：０７９１－４６－３４００ 


